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・安全確保をベースに技術的な判断業務に注力できる社員の育成を目指す。 
・総合車両センターと総合研修センターの役割を明確にし、教育レベルを平準化する
ことが変更のメリット。 

・車両メンテナンスに携わる者として、基礎がしっかりしていなければならない。そ
のうえで配置車両センターから専門的な分野を伸ばしていきたい。 

・総合車両センターではインストラクターを中心に教育・訓練を行っている。OJT
を通じ、若手の教える側の経験値も上がる。相互に伸びていくよう取り組んでいる。 

・入社後の配属から基礎技術教育後の配属に至るまで、基本的に現行通り。ただし、
新幹線統括本部所属社員は､新幹線総合車両センターに配属となり教育終了後に各
車両センター等に配属となる。秋田車両センターは秋田支社のため現行通り。 

 

・総合研修センターでの教育は、座学がメインになる。内容は規程、関係法令、作業
安全、車両の基本的な内容などでこれまでの内容と変わらない。 

・総合研修センターでの基礎技術教育期間は２～３週間で現在も検討している。 
・担当講師は、基本的な内容は総合研修センターの車両チームが行う。専門的な内容
は各車両センター、総合車両センターから講師として派遣してもらうが、現場の業
務等を考慮し、職場の状況を見て、柔軟に対応を考える。 

 

 
 
・約 2ヶ月の教育期間の短縮は、座学も見直しているが、総合車両センターでの OJT
の見直しが比重としては大きい。 

・フォークリフト、玉掛け、床上操作式クレーンの資格取得は現行通りで変わらない。
ただし、外部での受講のため、総合車両センターでの教育中に実施する。 

 


